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さすがに日本もたまらなくなって、二国間でものご

とを解決するのはやめようじゃないか、できればみん

なが見ているところで貿易の紛争が解決される仕組み

でありたいなあと、それは日本の希望でもあったし、

世界中にもGATTという憲法はあったがGATTを補強する

仕組みがなかった。GATTを実効たらしめる、GATTとい

う法律をみんなが守らなければいけないという仕組み

がなかったことから、その仕組みをつくろうとしてで

きたのがWTO(世界貿易機関)です。

1994年にできたWTOはジュネーブに本部を置きました。

これはしばらく機能しました。WTOのいいところは立法・

司法・行政の三権が条約で決められていて、立法はど

ういう自由化をするのか、誰に対してどういう関税を

張るのか、関税の張り方をルール化して決めました。

行政はそれがきちんと行われているかを監視する、司

法は二国間で問題があれば裁判所の機能で正すことが

できるといった、三権がきちんと備わった組織が出来

上がりました。

私の勤務でいうと1993～1996年はOECD(経済協力開発

機構)代表部でパリに赴任していました。WTOで議論し

て疲れた人たちがパリに流れてきてはジュネーブでの

話を聞くというのが当時のOECD代表部での議論。また

OECDは先進国のクラブといわれて、23カ国しか加盟し

ていませんでしたが、様々な先進的な世界の問題をま

ずここで議論して、それから世界のみんなで議論して

いく、そういう場であったし、地球温暖化とか、環境

問題などはその頃に始まった議論でした。

少し脱線しますが、OECD代表部で仕事をしていて勉

強になったことに、マルチの議論ということがありま

す。これまたバイ(バイラテラル＝二国間)とマルチ(マ

ルチラテラル＝多国間)というと耳慣れない言葉だと思

います。

例えば、日米通商摩擦や日EU通商摩擦では１対１の

関係、テーブルを挟んでこっちと向こうで、これは困

る、こうしてくれと相手に言い、相手はそんなことは

できないと相手に返し、これがこの二国間同士の関係

です。マルチというのは、これはよくテレビで国連の

安保理(安全保障理事会)などで、丸いテーブルを囲ん

で参加者が国を代表して座っていて、発言したいとき

は手を挙げてそれを話す。OECDはそういう場でありま

したが、当時は23カ国がテーブルに座って、環境問題

をどうするかというと、私はこう思う、私はこう思う

とみんなで話をするわけですが、そこでバイの議論と

違ってマルチの議論はこうするのだとわかったことは、

自分はこれは困るとか、ここをなんとかしてほしいと

相手に要求するのではなくて、こうするとみんが幸せ

になりますよとか、世界全体がよくなるためにはこう

いうことをしなければいけなんじゃないでしょうかと

言って、それを賛成してくれる人が多ければその議論

が勝つ、そういう議論の仕方でした。

国連安保理で、拒否権を持っている国は誰かが賛成

してくれる必要はなく、私は反対だと言えばそれで終

わってしまうのですが、通常は地球環境のためには何

をすべきかと誰かが言い、周りがそうだそうだと言っ

て賛成の人が多いと、そのようにその会議の結論にな

る。これがマルチの議論で、OECD代表部で私が勉強し

たのは、自分は困るというのではなく、こうあるべき

メリカの経済を保っていこうという考えです。そうす

るとどの国も障壁を設けて自国の経済を守ろうとする

ようになり、世界中でブロック経済化、保護主義化が

高まりました。1930～40年の10年間でブロック経済化

が進み、自由な貿易は行われず、それぞれ特定の国と

付き合い、閉鎖的になり、貿易が保護主義化していっ

たわけです。

1945年終戦後、世界が考えたことはスムート・ホー

レー法のようにならない制度を作ろうということで、

GATTを作り上げました。日本は1949年に加盟を申請し、

長い交渉の末1955年にようやく加盟できました。

GATTが何を決めているかというと、何人に対しても

同じ条件で貿易する、ということを決めています。つ

まりアメリカが、日本からもロシアからもイギリスか

らもフランスからもブラジルからも、どの国に対して

も同じ条件で貿易をする、ということがGATTの本質で

す。ですから日米摩擦でアメリカが日本に対してこの

製品の輸入を抑えてくれとか、高い関税をかけるぞと

いうのは本来GATTの大原則に反することなのです。と

はいえ当時は一応GATTの原則を守ろうとする雰囲気が

あって、GATTのルールに違反しない範囲でアメリカへ

の輸出を抑えてもらえるかというのが当時の議論の主

流であり、この状況がしばらく続きます。日本は散々

交渉の場に着かされて、日本の持っていた競争力を損

ないながらアメリカと付き合いを続けたというのが

1970～80年代と続いていきます。

３．OECD代表部への赴任～WTOの時代

４．バイとマルチ
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ちょうどその頃、WTOがみんなの期待にそって動きは

じめていましたが、その横で綻びも始まってきました。

せっかくみんなが集まってGATTというルールを守れる

ように作ったはずなのに、加盟国が多くなってきて、

百カ国、百何十カ国という状態になってくると、WTOの

ルール形成は全員が賛成しないと前に進まない、そう

いうルールだったことから、一カ国でも、途上国の一

カ国でもが反対して大きな声を出していると、しかも

説得力があって、そうだという人が周りにいると、貿

易のルールがなかなか決められない状態が続いていま

した。

最初は貿易のルールは戦争で勝った、いわゆるアメ

リカ、イギリス、フランスを中心とした今のG7(主要国

首脳会議)の中の戦勝国が集まって、こうだと言えばこ

うなった、そういう世界でしたが、だんだん途上国が

入ってWTOが大きくなってくると、そのようには決めら

れなくなってきて、三権のうち立法の部分が機能しな

くなってきたわけです。

そして、立法が機能しないけれども少なくとも司法

は機能するという時代がしばらく続きます。つまり

GATT違反だといって、誰かが誰かの国を訴えるとそれ

に対する裁判というのはちゃんと行われて、負けた国

は賠償を払ったり、あるいはWTOから決められた罰を受

けたりという仕組みがずっと続いていた。これさえも

機能しなくなってきているのが最近の5～6年のことで

すけど、これはアメリカがWTOにおける上級裁判所の裁

判官を指名しなくなって、裁判所が維持できなくなっ

てしまう、こういうことでWTOの司法機能さえも損なわ

れてきているというのが最近の話であります。

最初、そのスムート・ホーレー法が戦争につながっ

たような、そういう無法地帯をなんとかみんなで正そ

うとしてできたGATT、そのGATTをさらに強化しようと

してつくったWTOがだんだん機能しなくなってきました。

そこで各国が頼りにしたのはFTA(自由貿易協定)という、

自分と自分の相手国、この二国間だけがよりよい環境

を分かち合うようなそういう仕組みを作ろうというこ

とで、これは一応WTOのルールでこれこれこうゆう場合

に限っては、FTAという二国間協定を作ってもいいです

よ、というそのルールに乗っかっていて、世界全体で

何かをするというよりは二国間、好きな者同士が集まっ

て貿易協定を作ろうという、こういう時代に突入して

いきます。これは2000年代のことです。日本も日シン

ガポールFTAから始まって、日本とASEAN、タイだとか

フィリピンであるとか、やがてはこれがだんだん大き

くなって日米、日EU、TPP(環太平洋パートナーシップ

協定)、今はTPPからアメリカが抜けたので、CTPPTとい

うちょっと小さなTPPになりましたが、太平洋地域全体

でひとつの大きな枠組みをつくろうというふうに変わっ

ていますが、WTOを横において自分たちだけでいい環境

を分かち合おうという体制になってきました。

日本も何もしないと、日本の周りがどんどんいい環

境を作ってしまう。例えば、韓国とEUがFTAを作って、

韓国の自動車はEUの市場には関税0％で入れるが、日本

の自動車がEUに輸出するには何％かの関税がとられる、

こういう状況になると日本の車の競争力がどんどん落

ちていく、こういうことが周りにどんどん起きると、

日本も作らざるを得なくなって、これはドミノ倒しの

ようなもので、どこかが作り始めると、そこに入って

ない国は貿易の環境が悪くなっていくので自分たちも

作らざるを得ない、こういったことでどんどんFTAが出

来上がっていきました。こういうのが2000年代からい

まだに続く流れになります。先ごろソウルで日中韓首

脳が会って、日中韓3か国のFTAを、交渉がしばらく止

まっていたのが、再開しようというニュースが出てい

ましたが、これもまだまだFTAを作っていこうという、

そういう一つの大きな流れであります。

だと賛同を得る、日本から来る代表団にこれが英語で

うまく出来る人はほとんどいませんでした。自分はこ

れは困るということは言えるが、みんながこうあるべ

きだ、みんなのためにはこうしたほうがいいでしょう、

という議論で賛同を得ていくということは、高度な議

論で、当時日本も一生懸命国際化しようという流れの

中で、日本もまだまだだなあと思いながら、少しずつ

そういう議論をみんながしていくプロセスだったんだ

と思います。これが私の2回目の駐在経験でOECD代表部

にいたわけです。

５．WTOの綻びとFTAへの潮流
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ところがこうした中で、中国が台頭してきます。中

国は2000年にWTOに入りましたが2000年の頃は日本の

GDPの4分の1でありました。2010年、ちょうど私が2008

～2010年まで北京に赴任するのですが、2010年で中国

のGDPは日本と並びます。それから14年しかたっていな

いのですが、今や中国は日本の4倍まで大きくなってく

る。競争力も強いし、人口も10倍いますので、市場も

非常に大きい。コロナが起きるまでは、中国は日本に

とって非常に大きな貿易相手であるし、製造の現場で

もあるし、中国で腕を磨かないととても世界には打っ

て出られない、こういう領域でありました。いまだに

そういう要素はたくさん残っていて、中国には日本の

拠点が3万社あります、これは世界中で最も多い拠点を

持っていて、日本にとって中国経済は非常に重要であ

ることは変わりがないが、コロナ前と比べると、中国

にどんどん投資しようという会社は少なくなっていて、

そこは難しい環境になってきたというのが現状であり

ます。

私が中国に赴任したころに、2008年ですが、リーマ

ンショックが起きて、世界中が大不況になりました。

グローバル化の中では、不況というのはどんどん連鎖

して、アメリカが調子悪くなると、アメリカに輸出し

ている国の製造業が悪くなる、そうすると部品を買わ

なくなり、その部品を買う国の経済が悪くなる、どん

どんどんどん連鎖していって、日本も2008年当時、リー

マンショックは対岸の火事で、アメリカ大変だなあと

いう感じだったのですが、2009年になる頃には日本の

景気もどんどん悪くなっていって、世界中が調子悪い

中で、救いは中国しかないと言われた時代が、2009年

にありました。中国は大経済対策を打ちまして、鉄道

を作ったり、学校を作ったり、高速道路を作ったり、

4兆元という、当時の世界ではとてつもない経済対策を

打って、そこから中国はV字回復をするのですが、その

V字回復は世界にとって大変ありがたがられた状況であっ

たわけです。

それがまた10年後になってみると非常に災いしたと

いうか、中国がそこで得た、世界中から期待されて、

そこでまた期待に見事に応えた中国、そういう自己像、

中国国民が自分の国を非常に立派な国だと思う、まあ

立派な国だと思うことはいいのですが、それがどんど

ん大きくなりすぎたというのが、自信過剰につながっ

て、様々な対外的な行動にもつながっていった、こう

いうふうに言われています。

この大きな流れの中で、中国が有り余る競争力で世

界中へ輸出をする。これに対して冒頭の日本と同じよ

うな、アメリカに対して下から追ってくる、しかも今

度はアメリカの核の傘にある日本ではなくて、アメリ

カの向こうを張ってアメリカ何するものぞという中国

が二番手として追ってきたということに対して、アメ

リカが黙っているはずはありませんでした。オバマ政

権の末期からトランプ政権を経て現在に至るまで、ア

メリカの対中国貿易投資に対する様々な方策が打ち出

６．台頭する中国～中国赴任のころ
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まさに、戦前に、先祖返りしているみたいな状況で、

人間というのは賢いようでいて、結局何十年かかって

もぐるっと同じようなことをやっている、だけどまあ、

さすがに大国間の戦争というのはなくなったなあと思っ

たら、ロシアがウクライナに侵攻した、また中東でも

戦争が起きるというような、そういう血が実際流れ始

めると、いかに戦争を起こさない世界を作っていくか

と、そのために東アジアにいる我々が何をすべきかと

いうことをきちんと考えていかないと、何がおきても

おかしくない時代が本当に来てしまうかもしれないと

いうことを日々考えながら、この貿易というものに向

き会っていかざるを得ない状況にあると思います。

ただ、第二次大戦前と違って、どんどん進むブロッ

ク経済化が戦争につながる状況かというと、それとは

大きな違いがありまして、この何十年間かで進んだ貿

易投資の繋がりが、のっぴきならないほどの量と質に

なっているわけです。つまり今、アメリカ政府は中国

に対して、近代技術を移転しない、こういう投資は控

える、こういうものは買わないとやっているんですが、

テスラであり、アップルであり、アメリカの企業の社

長さんは中国市場がないと自分の会社は世界で生きて

いけないと思って、やっぱり行くわけですよね。アッ

プルは中国で部品を取り寄せて、中国でiPhoneが作ら

れてないと世界中で売るiPhoneがないわけで、中国に

行ってそこで「ものづくり」をすると、そこはサプラ

イチェーンがどんなに分断されても、そこは欠かせな

い生産基地としてアップルにとっては大変重要な国で

あります。またヨーロッパのフォルクスワーゲンは世

界中の売上の3割を中国で売っています。ベンツ、ボッ

シュ、ミシュラン、こういったヨーロッパの企業とい

うのは、今や中国なしではとても世界戦略が描けない、

突然貿易が寸断されたりしたら、会社が立ち行かなく

なるような世界中の大企業は枚挙にいとまがない。

それは日本も同じ、日本にとって第一の貿易相手で

あり、様々なものが輸出し輸入し組み立てられ、こっ

ちに行き、あっちに行きというのは、電気製品、自動

車、いたるところでそういうことになっているわけで、

これは戦前とは大きく違うところであり、つまり遮断

してそれで済むような状況でなく、遮断したら相手も

傷つくけれどもこっちも傷つくという状態が今や出来

上がっています。大きな意味で貿易投資というのは相

手がだんだん自分のものになってくる、自分も相手の

ものになっていくという意味で、戦争がなくなるため

の、いろんな諍いがあっても戦争せずにすむような社

会になっていくためのひとつの手立てであると思いま

す。貿易投資をしたからといって戦争が起きないかと

いうとそんなことはないわけですが、ロシアとウクラ

イナの関係でも、兄弟みたいな関係でも戦争が起きる

ときには起きてしまう、だけど、東アジアにおいて、

なるべくそういう経済のつながり、人のつながり、お

金のつながり、こういったものが濃ければ濃いほど、

戦争をしにくい環境にだんだんなっていくということ

を我々は頭のなかにおいて常にこういうところを続け

ていかなければならないというふうに思います。

この、冒頭申し上げた、たどりつくべきポイントと

いうのは、その次になるのですが、今の中国が作った

といいますか、この東アジアの状況、世界のグローバ

ル化というものが進んできて、いまやサプライチェー

ンの分断が始まっていると申しましたけれども、その

中にあっても我々が生きていくためにはきちんと生産

活動をし、付加価値を生んで、それが高い価値を持っ

て、高いお金で買ってもらい、という経済活動を続け

ていくことが大事なわけです。

７．戦争をしないための手立てとしての貿易

されてきています。今やアメリカで、大統領選挙の最

中ですけれども、共和党も民主党も、みんなが賛成す

るのは反中国の政策だけ、そういう流れの中に入って

しまったということになります。

こうしてみると、戦前のスムート・ホーレー法の時

代と何が違うのかというくらい、世界中のブロック経

済化が進んでいます。中国に対してアメリカの対中摩

擦の行きつく先は、中国でモノを作らない、中国にモ

ノを売らない、中国からモノを買わない、だんだんそ

うやって閉じていくわけですが、日本企業にとってみ

るとアメリカ市場と中国市場、どちらが大切かといわ

れると、それはアメリカ市場のほうが大事なんですけ

れども、特にアメリカから世界に繋がってますので、

どちらか選べと言われれば、それはアメリカをとると

いう企業のほうが圧倒的に多い。しかし、何もアメリ

カは中国と一切の縁を切ると言っているのではなくて、

軍事転用が可能な技術であるとか、非常に機微な技術

を抑えようとかということなんですけれども、日本企

業がいざ中国に投資しようかというと、これは果たし

てこのレッドラインを超えているんだろうか、いない

んだろうかということを考え出すと、どんどん慎重に

ものを考えて、いや今回はやめておこうかという議論

が非常に多くなっているのが現実です。2019年と比べ

て2023年の日本から中国への投資は7割減少しています、

それくらいサプライチェーンといいますか、どこから

ものを買い、どこに売るかという、あるいは部品をど

こから仕入れて、製品をどこに売るかというこの流れ

の中で、中国を外す動きが多くなっています。
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我が国にとって、なんといっても大問題は人口がど

んどん少なくなっていって、この国にはものを買った

り、消費したり、サービスを消費したり、そういう母

体がそもそも少なくなってくる。2070年には日本の人

口は8700万人、とにかく人口が少なくて物を買う人、

消費する人がいなければ、経済は縮んでいかざるを得

ないわけです。

今回秋田に来る前に調べてきたが、秋田県の人口減

少率は全国１位で、2020～2023年の4年間で4.78%減少

したとあります。私はずっと秋田県は岩手よりは小さ

いかもしれないが青森、山形よりは大きい県だと思っ

ていたんですけど、人口を見ていたら秋田県は91万人

で青森118万、山形102万という、そういう県だったん

だということを今更にして思うわけですけども、こう

いう日本全体の人口が減っていくなかでも、特に人口

が減っていく秋田県では、じっとこの中でがんばろう

としても、あるいは県境を越えて県外の人とたくさん

付き合うとしても、その県外の人もどんどん減ってい

る。こういう状況の中では海外とつながるしかないと

いうのは、これは誰が考えてもそうだろうと思うんで

すが、じゃあ、何をしたら海外とつながれるかという

ことを考えてみたいと思います。

私は、今現在は日中経済協会というところにおりま

すけれど、去年までJETROというところで仕事をしてい

て、このJETROというのは、海外と日本をつなぐ仕事の

ために、全都道府県に１個以上事務所を持って、それ

ぞれの地場の産業のお手伝いをしています。海外とつ

ながろうといっても、輸出をする、海外に投資をする、

あるいは海外の人を雇う、こういった様々なつながり

方があるわけですが、最初の一歩というのは、非常に、

誰がやるにしても難しいわけです、やったことのない

ことをするということは大変怖いことなんで、そこに

は当然リスクがあると、失敗したときに誰がどう責任

とるんだと、そういう話になりかねないわけで、その

第一歩の手伝いをJETROがしようということで、様々な

海外に関心のある人に対して、こういうことをやって

みたい、その時には何が問題になるだろうか、その時

に必要なお金はどうするか、行った先のパートナーを

どうやって見つけるか、こういったところを含めて伴

走型、一社一社に専門家が付いて、専門家が様々な話

しを聞いて、何が問題か、ここはこういうふうに解決

しよう、といって一緒になって考えるそういう仕組み

をやっています。これは、新輸出大国コンソーシアム

これは鉱工業品ですけれども、農林水産版輸出プロモー

ター事業、鉱工業品と農産品との両方で伴走型の支援

というものをやっています。

実はJETRO秋田のがんばりで秋田は成績がいいです。

事業所の数でいうと全国の0.86％しかないんですが、

コンソーシアムの輸出件数でいうと全国の5％、成約金

額でいうと全国の19.4％、1％に満たない事業所の数な

のに成約案件、成約金額でいうと2割を秋田県が稼いで

いるという素晴らしい実績を残しています。これは様々

な機械の輸出であったり、最近話題になっているのは、

大曲の花火の輸出です。これはたぐいまれなる日本の

モノづくりの粋美だと思うのですけれども、輸送は誰

が引き受けてくれるのか、そもそも非常に精魂込めた

大変な精巧な品物なので、他と比べると高い、この値

段差をどうやって埋めるのか、様々な問題を乗り越え

て海外への花火の輸出が進もうとしています。大曲の

四社ですかね、モントリオール、カナダの世界大会に

出場するということで、ここで広く評価されると、ま

た日本の花火の海外輸出というのが非常に大きな話題

になるんじゃないかなと思います。

花火に限らず、秋田が誇る、酒であり、米であり、

農産品であり、また鉱工業品であり、こういったとこ

ろで海外に市場を見つける、海外から部品を引っ張っ

てくる、海外の人を雇う、様々なつながり方はあると

思うんですけれども、こうしたところをJETROがお手伝

いをしていますので活用していただきたい。なんでも

気兼ねなく相談してもらうと、そこから先、何か新し

いことが始まるかもしれない、そういうことだと思い

ます。

８．海外とつながる
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秋田の貿易ビジネスをサポートします

一般社団法人 秋田県貿易促進協会
電話 018(896)7366 FAX 018(896)7367 Email info@a-trade.or.jp ホームページ http://a-trade.or.jp/

〒010-0923

秋田県秋田市旭北錦町1-47 秋田県商工会館6階
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